
様式第１号(第７条関係)

　　 令和 年 月 日

〒 －

（宛先）東大阪市長

名　　称

東大阪市中小企業省エネルギー設備導入支援補助金の申請にあたって、次に掲げる事項を確認・誓約・同意しました。

（注１）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。

本補助金の交付決定がされた後、法人名（個人事業主の場合は商号又は屋号）が公表されることについて理解しま
した。

　東大阪市中小企業省エネルギー設備導入支援補助金を交付されたく、東大阪市中小企業省エネ
ルギー設備導入支援補助金交付要綱の規程に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請しま
す。
　なお、本事業実施にあたっては、東大阪市中小企業省エネルギー設備導入支援補助金交付要綱
の定めるところに従います。

補助金交付申請額 5,000,000 円

本補助金事業終了後３年間フォローアップ調査に回答します。
フォローアップ調査は賃上げ状況についての調査及びアンケート調査の２種類あることについて理解しました。

住宅と一体となっている事業所の場合、事業の用に供される部分に限り補助対象となることを理解しました。

本補助金により取得した設備については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１４
号）に定める期間を経過するまでに補助金の交付の目的に反して処分した場合、補助金相当額を返金しなければな
らないことについて同意しました。

申請者は、東大阪市暴力団排除条例第２条第１項第２号及び第３号に掲げる者のいずれにも該当しません。また、
必要があるときは、東大阪市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出し、本申請書及び役員名簿
等が東大阪市から大阪府警察本部に提供されることに同意します。

導入する設備に対して、異なる販売事業者２者に見積をとり、最低価格の見積書を添付しています。（ただし、競争
入札等が困難又は不適当である場合はその限りではない。）

項目(チェックボックスに☑を入れてください)

(申請者) 577 8521

所在地 東大阪市荒本北１－１－１

株式会社〇〇製作所

代表者名 山田　太郎

東大阪市中小企業省エネルギー設備導入支援補助金交付申請書

※補助金交付申請額は、「補助対象経費(消費税抜き)」に２分の１を乗じた金額(1,000円未満を切り捨て)又は500万円のうちいずれか少
ない額となります。

申請者は、市税及び東大阪市に対する債務の支払等の滞納はありません。また、必要があるときは、申請者の課
税状況について、東大阪市が官公署に報告を求めることについて承諾します。

本補助金により取得する設備は、公募要領に記載しているリストの中から選定した設備（新品）です。

本補助金により取得する設備は、国・府その他の機関の補助金の交付を受けていません。
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⑤導入費用
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経営状況

事業概要

②現状認識

当社の売上高は直近で約14億円規模で推移しており、受注は安定的に確保できてい
る。営業利益についても安定的に確保しており、継続的に黒字経営を維持している。
また、自己資本比率は高く、金融機関からの借入に依存しない無借金経営を継続して
おり、財務内容は極めて健全な状態である。 一方で、工場内の空調設備については老
朽化が進行しており、電力効率の低下や作業環境悪化が課題となっている。特に夏季
における室温上昇は作業効率に影響を与えており、生産性向上の観点から改善が必
要である。 また、近年は人材確保の観点から、従業員に対する賃上げを実施してお
り、今後も継続的な給与水準の引上げを行う方針である。

当社は金属部品加工を主力とする製造業であり、自動車関連部品、産業機械部品、精
密金属部品の製造を行っている。主に切削加工、穴あけ加工、研磨加工等の工程を行
い、高精度かつ高品質な製品を国内の自動車メーカーおよび機械メーカーへ供給して
いる。 生産は自社工場にて一貫して行っており、多品種少量生産に対応できる柔軟な
生産体制を有している。また、長年の加工ノウハウと品質管理体制により安定した受注
を確保している。

③導入経緯

具体的な
導入経緯

従業員数

法人番号 1000000000001 資本金
（単位：万円）

6000万円

150人
主たる
業種

製造業

当社工場においては、設置から長期間が経過した既存空調設備の老朽化が進行して
おり、故障リスクの増加や冷暖房効率の低下が顕著となっている。特に夏季において
は工場内の室温が高温となり、作業環境の悪化が顕在化している。 このような環境下
では、作業者の疲労度増加や集中力低下により作業効率が低下する恐れがあり、品
質面にも影響を及ぼすリスクがある。また、現行設備は消費電力が大きく、エネルギー
コストの増加要因ともなっている。 加えて、近年は人材確保および定着が経営上の重
要課題となっており、従業員の働きやすい職場環境の整備が求められている。このた
め、老朽化した空調設備を最新の省エネ型空調設備へ更新することとした。

設備名

業務用空調設備

所在地
導入時期
（　年　月）

R8年11月

数量型式

KF2P-0016542 1台 東大阪市荒本北１－１－１

設備名等 金額（単位：円）
税抜き

資金調達方法 備考

業務用空調設備 12,000,000 空調更新工事一式
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12,000,000合計（補助金対象経費） 自己資金・融資
自己資金6,000,000円

融資6,000,000円


